
2017/05/11 13:33:46 / 16266760_株式会社カワチ薬品_招集通知（Ｆ）

第50回  定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知

日　 時
平成29年６月13日（火曜日）
午前10時（受付開始　午前９時）

場　 所
栃木県小山市神鳥谷202番地
小山グランドホテル（２階）

目　 次
第50回定時株主総会招集ご通知 1
［提供書面］
事業報告 3
連結計算書類 18
計算書類 21
監査報告 24
［株主総会参考書類］
第１号議案：剰余金の処分の件 30
第２号議案：定款一部変更の件 31
第３号議案：取締役７名選任の件 32

 

第４号議案：当社の取締役（社外取締役を除く）に対する
ストックオプションとしての新株予約権に
関する報酬等の額及び内容決定の件

36

第５号議案：当社の従業員に対するストックオプシ
ョンとしての新株予約権を発行する件

38

株式会社　カワチ薬品
証券コード 2664

表紙



2017/05/11 13:33:46 / 16266760_株式会社カワチ薬品_招集通知（Ｆ）

証券コード　2664
平成29年５月23日

株 主 各 位
栃木県小山市大字卒島1293番地

株式会社　カワチ薬品
代表取締役社長 河 内 伸 二

第50回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第50回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知
申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、「４．議決権行使についてのご案内」に記載のいずれかの方法
によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう
え、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日　　時 平成29年６月13日（火曜日）午前10時（受付開始　午前９時）
２．場　　所 栃木県小山市神鳥谷202番地

小山グランドホテル（２階）
(末尾の会場ご案内をご参照ください。)

３．目的事項
報告事項　１．第50期(平成28年３月16日から平成29年３月15日まで)事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第50期(平成28年３月16日から平成29年３月15日まで)計算書類報告の件

決議事項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金の処分の件
定款一部変更の件
取締役７名選任の件
当社の取締役（社外取締役を除く）に対するストックオプションとしての新
株予約権に関する報酬等の額及び内容決定の件
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第５号議案 当社の従業員に対するストックオプションとしての新株予約権を発行する
件

４．議決権行使についてのご案内
⑴　郵送による議決権行使の場合

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月12日（月
曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。

⑵　インターネットによる議決権行使の場合
　46頁記載の「インターネットによる議決権行使について」をご参照のうえ、平成29年６
月12日（月曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご入力ください。

⑶　議決権行使書またはインターネットにより議決権を行使いただく際の取り扱いは次のと
おりとさせていただきます。
①インターネットにより、複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効

な議決権行使とさせていただきます。
②議決権行使書とインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによ

る議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。
⑷　機関投資家向け議決権行使プラットフォームによる議決権の行使

　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社東
京証券取引所等により設立された合弁会社、株式会社ＩＣＪが運営する「議決権電子行使プ
ラットフォーム」のご利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方
法による議決権行使の方法として、当該プラットフォームをご利用いただくことができま
す。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、『連結注記表』及び『個別注記表』につきましては、
法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.cawachi.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。なお、本
招集ご通知の提供書面は、会計監査人及び監査役が会計監査報告及び監査報告を作成するに際して監
査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。
　また、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.cawachi.co.jp/）に掲載させていただ
きます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告
(平成28年 3 月16日から
平成29年 3 月15日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の向上や雇用情勢の改善を背景に緩やか
な回復傾向となったものの、海外経済への懸念等もあり、先行き不透明なまま推移いたしま
した。個人消費におきましては、実質賃金の緩やかな改善に加え、株高傾向となったことに
より一部高額消費に改善の動きが見られたものの、円安傾向にもなる等、先行き不透明感は
続いていること等から、底堅くも支出を控える傾向は続き、低調なまま推移いたしました。
　当社グループが属するドラッグストア業界におきましては、小売各社の戦いに加え、競合
各社の出店増や価格競争の熾烈化が続く中、異業種の参入や異業種を含めた業界再編の動き
もある等、経営環境は一層厳しさを増しております。
　このような中、当社グループでは、強固なエリア基盤構築による更なる優位性の確保と効
率化を目的に、ドミナントエリアへの出店を進めるとともに、競争激化に対応するべく販売
価格や品揃えの見直しを図る一方、健康や美容に関するカウンセリング機能の強化に努めて
まいりました。
　新規出店につきましては、既存地区である、栃木県に４店舗、茨城県に３店舗、福島県、
新潟県に各２店舗、青森県、宮城県、千葉県、長野県に各１店舗、計15店舗を出店いたしま
した。調剤薬局につきましては、山形県、福島県に各２件、岩手県、宮城県、群馬県、栃木
県、埼玉県、千葉県、新潟県に各１件、計11件を既存店に併設いたしました。なお、茨城県
の１店舗及び、調剤薬局は岩手県、宮城県、栃木県、東京都、山梨県の各１件、計５件をリ
ロケーションのため、退店及び閉局いたしました。
　これにより当社グループの店舗数は、計311店舗（内、調剤併設97店舗）となりました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は2,664億23百万円（前期比2.2％増）となりまし
た。利益につきましては、セルフレジやLED照明等の導入効果が続いたことに加え、原油安
等の影響により光熱費が低下したこと等から、営業利益は57億23百万円（前期比22.9％増）、
経常利益は70億62百万円（前期比20.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は35億10
百万円（前期比77.7％増）となりました。
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　なお、当社グループの部門別の売上高は次のとおりです。

部門
前連結会計年度

（平成28年３月期）
当連結会計年度

（平成29年３月期） 前連結会計
年度比

売上高 構成比 売上高 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ ％

医 薬 品 44,380 17.0 44,723 16.8 100.8
化 粧 品 21,229 8.2 21,941 8.2 103.4
雑 貨 74,530 28.6 76,369 28.7 102.5
一 般 食 品 120,484 46.2 123,388 46.3 102.4

計 260,624 100.0 266,423 100.0 102.2

②　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は、59億14百万円であります。その主なものは、
新規出店15店舗によるものであります。

③　資金調達の状況
　特に記載すべき事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 47 期
(平成26年３月期)

第 48 期
(平成27年３月期)

第 49 期
(平成28年３月期)

第 50 期
(当連結会計年度)
(平成29年３月期)

売 上 高 (百万円) 242,684 258,319 260,624 266,423
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 又 は
親会社株式に帰属す
る 当 期 純 損 失

 

(△)
(百万円) 2,015 △4,673 1,975 3,510

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失

 
(△) (円) 87.16 △202.11 85.39 153.47

総 資 産 (百万円) 186,508 176,530 178,794 180,852

純 資 産 (百万円) 91,712 86,061 87,532 89,099

１株当たり純資産額 (円) 3,964.81 3,720.30 3,782.88 3,910.07

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 47 期
(平成26年３月期)

第 48 期
(平成27年３月期)

第 49 期
(平成28年３月期)

第 50 期
(当事業年度)

(平成29年３月期)

売 上 高 (百万円) 234,212 233,212 239,428 246,407

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失

 

(△) (百万円) 1,963 △4,422 1,956 3,480

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失

 
(△) (円) 84.94 △191.26 84.55 152.17

総 資 産 (百万円) 178,588 170,351 173,255 175,824

純 資 産 (百万円) 91,403 85,992 87,451 88,983

１株当たり純資産額 (円) 3,951.43 3,717.36 3,779.41 3,904.98
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⑶　重要な子会社の状況
会 社 名 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 横 浜 フ ァ ー マ シ ー 100％ 医薬品、化粧品、日用雑貨、一般食品の販売

⑷　対処すべき課題
　当社グループにおいて、店舗網が拡大したことから物流網の整備、体制強化及び在庫の適正
化等による全体効率化が課題であると考えており、その効果的な活用に向けて課題の抽出と改
善に努めてまいる所存であります。また、店舗出店が進む中、店長となるべき人材や各種専門
家の育成が重要であると考えており、次代を担う人材の育成を図るべく教育カリキュラムの改
善・実践に努めてまいる所存であります。

⑸　主要な事業内容（平成29年３月15日現在）
　当社グループは、主に医薬品、化粧品、雑貨、一般食品を販売しております。

⑹　主要な事業所（平成29年３月15日現在）

当 社

本 社 栃木県小山市

店 舗 　 合 計 2 7 5 店 舗
う ち 調 剤 薬 局 併 設 型 9 5 店 舗

岩手県　宮城県　山形県　福島県　茨城県
栃木県　群馬県　埼玉県　千葉県　東京都
神奈川県　新潟県　長野県　静岡県　山梨県

株式会社横浜
ファーマシー

本 社 青森県北津軽郡板柳町

店 舗 　 合 計 3 6 店 舗
う ち 調 剤 薬 局 併 設 型 ２ 店 舗 北海道　青森県　秋田県　岩手県
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⑺　従業員の状況（平成29年３月15日現在）
①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

全　　社 2,558（4,314）名 14名減（77名増）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を(　)内に外数で記載しております。
２．当社グループは、特定のセグメントに区分できないため、全従業員数を全社として記載しております。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

2,301（4,004）名 4名増（90名増） 33.8歳 11.1年

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を(　)内に外数で記載しております。

⑻　主要な借入先の状況（平成29年３月15日現在）
借 入 先 借 入 額

百万円
㈱ 栃 木 銀 行 6,069
㈱ 足 利 銀 行 4,858

㈱ 常 陽 銀 行 4,825

農 林 中 央 金 庫 3,945

㈱ 三 井 住 友 銀 行 3,885

㈱ み ず ほ 銀 行 2,706

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

7
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成29年３月15日現在）

①　発行可能株式総数 52,000,000株
②　発行済株式の総数 24,583,420株（自己株式1,797,347株を含む）
③　株主数 17,397名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率
千株 ％

公 益 財 団 法 人 　 河 内 奨 学 財 団 2,600 11.41

河 内 　 伸 二 2,435 10.68

河 内 　 一 真 2,287 10.03

河 内 　 博 子 1,730 7.59

河 内 　 タ カ 708 3.10

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 ㈱ (信 託 口 9 ） 696 3.05

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 ㈱ ( 信 託 口 ） 644 2.82

NORTHERN　TRUST　CO．（AVFC）　RE　HCR00 563 2.47

CBNY　DFA　INTL　SMALL　CAP　VALUE　PORTFOLIO 429 1.88

STATE　STREET　BANK　AND　TRUST　COMPANY 418 1.83

（注）１．当社は自己株式を1,797,347株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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⑵　新株予約権等の状況
当社役員が有する新株予約権のうち、職務執行の対価として交付されたものに関する事項（平
成29年３月15日現在）

発 行 決 議 日 平成24年８月29日

新 株 予 約 権 の 数  250個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式
25,000株

（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない。

新 株 予 約 権 の 行 使 時 の
払 込 金 額

１株につき1,638円

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間
平成26年９月15日から
平成29年９月14日まで

行 使 の 条 件

新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該
新株予約権を行使することができない。
その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

役 員 の 保 有 状 況
取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

保有者数　　1人
保有数　　50個

9
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成29年３月15日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 河 内 伸 二

常 務 取 締 役 浅 野 雅 晴 店舗開発部長
株式会社横浜ファーマシー代表取締役会長

取 締 役 小 松 順 嗣 管理本部長兼内部統制室長

取 締 役 大 久 保 　 勝 　 之 営業統括部長

取 締 役 宮 原 誠 司 管理部長
株式会社横浜ファーマシー取締役

取 締 役 室 井 善 一 物流部長
株式会社横浜ファーマシー取締役社長

取 締 役 奥 山 広 道 株式会社横浜ファーマシー監査役
奥山公認会計士事務所所長

取 締 役 渡 辺 林 治
リンジーアドバイス株式会社代表取締役社長
アスクル株式会社社外監査役
株式会社自重堂社外取締役

常 勤 監 査 役 田 村 好 夫

監 査 役 原 　 義 彦 原義彦税理士事務所所長

監 査 役 澤 田 雄 二
宇都宮中央法律事務所所長
滝沢ハム株式会社社外監査役
株式会社ナカニシ社外監査役

（注）１．取締役奥山広道氏及び取締役渡辺林治氏は、社外取締役であります。なお、当社は、両氏を株式会社東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役原義彦氏及び監査役澤田雄二氏は、社外監査役であります。なお、当社は、両氏を株式会社東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役原義彦氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり
ます。

４．決算期後、平成29年3月20日付で次のとおり取締役の担当の変更がありました。
　　なお、(　)内は従前の担当であります。

取締役管理本部長兼システム物流部長　　　　　　　　　　　小松　順嗣
（取締役管理本部長兼内部統制室長）
取締役管理部長兼内部統制室長（取締役管理部長）　　　　　宮原　誠司
取締役（取締役物流部長）　　　　　　　　　　　　　　　　室井　善一
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②　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役渡辺林治氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

③　取締役及び監査役の報酬等の総額
　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 人 員 報 酬 等 の 額
名 百万円

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 ）

8
(2)

221
（16）

監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

26
(12)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

11
(4)

264
(28)

11
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④　社外役員に関する事項
イ．社外役員の重要な兼職先と当社との関係

　取締役奥山広道氏は、株式会社横浜ファーマシーの監査役であります。株式会社横浜ファ
ーマシーは、当社100％出資の子会社です。
　また、奥山氏は奥山公認会計士事務所の所長であります。当社は、奥山公認会計士事務所
とは特別の関係はありません。
　取締役渡辺林治氏は、リンジーアドバイス株式会社の代表取締役社長であります。当社と
同社との間には特別の関係はありません。また、同氏はアスクル株式会社の社外監査役であ
ります。当社と同社との間には特別の関係はありません。また、同氏は株式会社自重堂の社
外取締役であります。当社と同社との間には特別の関係はありません。
　監査役原義彦氏は、原義彦税理士事務所の所長であります。当社は、原義彦税理士事務所
とは特別の関係はありません。
　監査役澤田雄二氏は、宇都宮中央法律事務所の所長であります。当社は、同法律事務所所
属の同氏以外の弁護士と当社の間において法律顧問業務等の委託取引があり、弁護士報酬は、
契約等に基づき決定しております。また、同氏は滝沢ハム株式会社の社外監査役であります。
当社と同社との間に商品仕入の取引関係がありますが、特別の利害関係を生じさせる重要性
はありません。また、同氏は株式会社ナカニシの社外監査役であります。当社と同社との間
には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
区　分 氏　　名 主　　な　　活　　動　　状　　況

取締役 奥 山 広 道
平成28年６月７日就任以降、当事業年度開催の取締役会の全
てに出席し、公認会計士・税理士としての専門的見地から、
議案、審議等について、必要な発言を適宜行っております。

取締役 渡 辺 林 治
当事業年度開催の取締役会の9割に出席し、企業経営に関す
る豊富な知識と経験から、議案、審議等について、必要な発
言を適宜行っております。

監査役 原 　 義 彦
当事業年度開催の取締役会、監査役会の全てに出席し、税理
士としての専門的見地から、議案、審議等について、必要な
発言を適宜行っております。

監査役 澤 田 雄 二
当事業年度開催の取締役会、監査役会の全てに出席し、弁護
士としての専門的見地から、議案、審議等について、必要な
発言を適宜行っております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　東陽監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 36百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 44百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切で
あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしまし
た。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と
解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．企業が存立を継続するためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識の下、

取締役は公正で高い倫理観に基づき行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努め
る。

ロ．取締役会は取締役から職務に関する報告を受け、その執行状況を監督する。
ハ．取締役、内部監査人、外部弁護士を委員とし、監査役をオブザーバーとする「コンプライ

アンス委員会」を設置し、コンプライアンス体制の運用状況を監督する。
ニ．社内から独立された弁護士を通報先とする公益通報制度を導入し、通報者の保護を徹底す

る。
②　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．企業集団としての経営効率化を図るため、関係会社管理規程に基づき、子会社の経営・業
務を監視・監督する。

ロ．当社及び子会社において、原則月１回の取締役会を開催し、重要事項の決定並びに取締役
の職務執行状況の監督を行う。

ハ．当社の役職員が子会社の取締役として子会社の取締役会に出席し、職務の執行状況を監督
する。なお、子会社の取締役会の議事は、関係会社管理規程に基づき、当社に報告される。

ニ．当社及び子会社の監査役は、取締役会等の重要な会議に出席する他、稟議書等の重要な書
類を閲覧し、取締役の意思決定及び職務の執行状況を監視・監査する。

ホ．当社の内部監査部門は当社及び子会社の業務監査を実施する。
③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職務権限規程に
基づき決裁した文書等、取締役の職務執行に係る情報を適正に記録し、法令並びに文書管理
規程に基づき、文書等の保存及び管理を行う。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．コンプライアンス及び内部統制に関する体制の整備状況、監査結果やリスク情報等の報告

を受け、リスク管理体制の整備を監督する。
ロ．不測の事態が発生した場合は、「緊急事態対応マニュアル」に基づき、迅速且つ適切な対

応に努め、損害を最小限に抑える。
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⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会では決議すべき事項を定める他、経営会議等の各種会議体に権限を委譲し、審議・
決定を実施すること等により、意思決定の迅速化を図るとともに、効果的且つ効率的な運営
となるよう、その執行状況を監督する。

⑥　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．従業員に対して企業理念や行動規範を記載した行動準則や行動指針を配布し、その周知を

図る。
ロ．組織規程、業務分掌規程等により、各部署及び役職者の職務の範囲や権限を定め、適切な

職務執行を図る。
ハ．内部監査部門が内部監査規程に基づき、各部署の業務執行状況を監査する。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項

　監査役の求めに応じ、適宜職務を補助するスタッフを選任し従事させる。
⑧　監査役のその職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助するスタッフは、取締役と監査役が協議し、監査役が選任する。また
そのスタッフの人事考課については、取締役と監査役が意見交換を行う。

⑨　監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役の職務を補助するスタッフが、他部署を兼務する場合は、監査役に係る職務を優先
して従事するものとする。

⑩　監査役への報告に関する体制
イ．取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、法令に従い、

直ちに監査役会に報告しなければならない。
ロ．監査役は、取締役会の他コンプライアンス委員会等重要な会議に出席、並びにヒアリング

及び往査にて取締役及び従業員から報告を得る。
ハ．会議に出席しない監査役は、出席した監査役、取締役もしくは従業員から報告を受ける。
ニ．子会社の監査役は当社の監査役との定期的な意見交換会に出席し、子会社の取締役会等重

要な会議や監査結果から得られた情報を当社の監査役に報告する。
ホ．当社の内部監査部門は、子会社における内部監査の結果等を監査役に報告する。

⑪　監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

　当社及び子会社は、監査役へ報告を行った役員及び従業員に対し、当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを行わない。
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⑫　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当
該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を
処理する。

⑬　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．代表取締役と監査役は、定期的な会合をもち、相互認識と信頼関係を深めるよう努める。
ロ．監査役会は、内部監査部門と定期的に情報交換をし、また、会計監査人とは適宜情報交換

を行い、効率的な監査に努める。
⑭　反社会的勢力排除に向けた体制

　反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たず、不当要求等の介
入に対しては、警察等の外部専門機関と緊密な連携を図り、利益供与は絶対に行わない。

⑮　財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の適正性を確保するために内部統制部門を設置し、内部監査部門と協調しながら

内部統制システムの構築・運用の推進を図る。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、前記の「業務の適正を確保するための体制」に基づき、その適切な運用に努めて

おります。当事業年度におけるその運用状況の概要は次のとおりであります。
①　重要な会議の開催状況

当社及び子会社において取締役会を定期的に開催し、重要事項の決定並びに取締役から職
務に関する報告を受け、その執行状況を確認しました。

②　コンプライアンスに関する取組み
イ．当社において、コンプライアンス委員会を定期的に開催し、コンプライアンス違反の防止

に関して協議を行いました。
ロ．公益通報制度の通報先では、通報者保護を最優先としつつ運用されていることを確認しま

した。
ハ．内部監査部門は当社及び子会社の業務執行状況を監査しました。

③　企業集団における業務の適正の確保
イ．子会社の取締役会の議事が定期的に報告され、適正に業務執行及びその監督が行われてい

ることを確認しました。
ロ．当社の役職員が子会社の取締役会に取締役及び監査役として出席しました。
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④　リスクマネジメント
　リスク軽減のため緊急事態対応に関するマニュアルの整備をさらに進め、社内周知を図り
ました。

⑤　監査役の監査体制
イ．監査役は、取締役会やコンプライアンス委員会等重要な会議に出席した他、稟議書等の重

要な書類を閲覧し、取締役の意思決定及び職務の執行状況を確認しました。
ロ．監査役は監査役会を定期的に開催し、内部監査部門及び子会社の監査役から報告を受け、

意見交換等を行いました。
ハ．代表取締役と監査役は、定期的な会合を実施し、会社が対処すべき課題、会社を取り巻く

リスク及び監査上の重要課題等について意見交換を行いました。
ニ．監査役と会計監査人は、定期的に情報交換を行いました。

⑥　財務報告の信頼性の確保
　内部統制部門は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から、子会社を含めて評
価範囲を見直しました。内部監査部門は新たに追加された評価対象を含め、監査結果に基づ
き評価を実施しました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月15日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

 

（資 産 の
 

部）
 

（負 債 の
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

64,226

25,685

2,804

29,042

25

698

5,968

116,626

99,545

43,730

51,207

62

4,544

5,608

428

5,179

11,473

285

8,632

1,927

627

流 動 負 債 60,789
買 掛 金 38,867
１年内返済予定長期借入金 12,349
未 払 法 人 税 等 1,506
賞 与 引 当 金 1,103
ポ イ ン ト 引 当 金 333
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 58
そ の 他 6,569

固 定 負 債 30,964
社 債 400
長 期 借 入 金 20,741
退 職 給 付 に 係 る 負 債 6,272
資 産 除 去 債 務 2,382
そ の 他 1,167

負 債 合 計 91,753
 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 89,034

資 本 金 13,001
資 本 剰 余 金 14,888
利 益 剰 余 金 64,622
自 己 株 式 △3,478

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 60
その他有価証券評価差額金 60

新 株 予 約 権 4
純 資 産 合 計 89,099

資 産 合 計 180,852 負 債 純 資 産 合 計 180,852
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連 結 損 益 計 算 書
(平成28年 3 月16日から
平成29年 3 月15日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 266,423
売 上 原 価 209,595

売 上 総 利 益 56,827
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 51,104

営 業 利 益 5,723
営 業 外 収 益

受 取 利 息 42
受 取 配 当 金 5
受 取 賃 貸 料 834
受 取 手 数 料 714
太 陽 光 売 電 収 入 220
そ の 他 360 2,177

営 業 外 費 用
支 払 利 息 130
支 払 手 数 料 124
賃 貸 収 入 原 価 305
減 価 償 却 費 179
そ の 他 97 837

経 常 利 益 7,062
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 113 113
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 89
固 定 資 産 除 却 損 61
減 損 損 失 1,078
そ の 他 75 1,305

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,870
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,313
法 人 税 等 調 整 額 47

当 期 純 利 益 3,510
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,510

19
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連結株主資本等変動計算書
(平成28年 3 月16日から
平成29年 3 月15日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
平 成 2 8 年 ３ 月

 

16 日 　 残 高 13,001 14,887 62,153 △2,537 87,505
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,041 △1,041
自 己 株 式 の 取 得 △1,000 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 0 59 60
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,510 3,510

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 0 2,468 △940 1,529
平 成 2 9 年 ３ 月

 

15 日 　 残 高 13,001 14,888 64,622 △3,478 89,034

その他の包括利益累計額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計
平 成 2 8 年 ３ 月

 

16 日 　 残 高 17 17 9 87,532
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,041
自 己 株 式 の 取 得 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 60
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,510

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 43 43 △5 37

連結会計年度中の変動額合計 43 43 △5 1,567
平 成 2 9 年 ３ 月

 

15 日 　 残 高 60 60 4 89,099
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月15日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

 

（資 産 の
 

部）
 

（負 債 の
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
長 期 貸 付 金
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産

60,973
25,267
2,768

26,669
22

479
4,672

581
512

114,851
94,621
38,592
3,540
1,178

0
3,172

48,077
60

5,051
4,158

486
41

364
15,178

232
4,025

22
597

5
8,383
1,912

流 動 負 債 57,877
買 掛 金 37,113
１年内返済予定長期借入金 11,904
未 払 金 3,736
未 払 費 用 1,922
未 払 法 人 税 等 1,458
未 払 消 費 税 等 450
賞 与 引 当 金 1,072
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 58
預 り 金 57
前 受 収 益 88
そ の 他 14

固 定 負 債 28,964
長 期 借 入 金 19,396
退 職 給 付 引 当 金 6,272
資 産 除 去 債 務 2,237
そ の 他 1,057

負 債 合 計 86,841
 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 88,927

資 本 金 13,001
資 本 剰 余 金 14,888
資 本 準 備 金 14,882
そ の 他 資 本 剰 余 金 6

利 益 剰 余 金 64,515
利 益 準 備 金 1,158
そ の 他 利 益 剰 余 金 63,356

別 途 積 立 金 57,700
圧 縮 積 立 金 92
特 別 償 却 準 備 金 418
繰 越 利 益 剰 余 金 5,144

自 己 株 式 △3,478
評 価 ・ 換 算 差 額 等 52

その他有価証券評価差額金 52
新 株 予 約 権 4
純 資 産 合 計 88,983

資 産 合 計 175,824 負 債 純 資 産 合 計 175,824
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損　益　計　算　書
(平成28年 3 月16日から
平成29年 3 月15日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 246,407
売 上 原 価 193,238

売 上 総 利 益 53,169
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 47,464

営 業 利 益 5,705
営 業 外 収 益

受 取 利 息 42
受 取 配 当 金 4
受 取 賃 貸 料 820
受 取 手 数 料 663
太 陽 光 売 電 収 入 220
そ の 他 294 2,046

営 業 外 費 用
支 払 利 息 117
支 払 手 数 料 124
賃 貸 収 入 原 価 305
減 価 償 却 費 179
そ の 他 82 809

経 常 利 益 6,942
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 113 113
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 89
固 定 資 産 除 却 損 61
減 損 損 失 1,078
そ の 他 75 1,305

税 引 前 当 期 純 利 益 5,750
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,267
法 人 税 等 調 整 額 1

当 期 純 利 益 3,480
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株主資本等変動計算書
(平成28年 3 月16日から
平成29年 3 月15日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益

準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合計別途

積立金
圧縮

積立金
特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成28年３月
 

16日　残高 13,001 14,882 5 14,887 1,158 57,700 44 504 2,668 62,075 △2,537 87,427
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,041 △1,041 △1,041
自 己 株 式 の 取 得 △1,000 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 0 0 59 60
圧 縮 積 立 金 の 積 立 63 △63 － －
圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △14 14 － －
特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩 △85 85 － －
当 期 純 利 益 3,480 3,480 3,480
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 0 0 － － 48 △85 2,476 2,439 △940 1,499
平成29年３月

 

15日　残高 13,001 14,882 6 14,888 1,158 57,700 92 418 5,144 64,515 △3,478 88,927

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
平成28年３月

 

16日　残高 14 14 9 87,451
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,041
自 己 株 式 の 取 得 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 60
圧 縮 積 立 金 の 積 立 －
圧 縮 積 立 金 の 取 崩 －
特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩 －
当 期 純 利 益 3,480
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) 37 37 △5 31

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 37 37 △5 1,531
平成29年３月

 

15日　残高 52 52 4 88,983
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連結計算書類に係る会計監査報告
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成29年４月24日
株式会社カ ワ チ 薬 品

取締役会　御中
東　陽　監　査　法　人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 本 橋 　 隆 夫 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 野 　 敦 夫 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 三 宅 　 清 文 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社カワチ薬品の平成28年3月16
日から平成29年3月15日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社カワチ薬品及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成29年４月24日
株式会社カ ワ チ 薬 品

取締役会　御中
東　陽　監　査　法　人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 本 橋 　 隆 夫 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 中 野 　 敦 夫 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 三 宅 　 清 文 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カワチ薬品の平成28年
3月16日から平成29年3月15日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年３月16日から平成29年３月15日までの第50期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、当社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年4月25日
株 式 会 社 カ ワ チ 薬 品 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 田 村 　 好 夫 ㊞
社 外 監 査 役 原 　 　 義 彦 ㊞
社 外 監 査 役 澤 田 　 雄 二 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
　当社は株主の皆様への利益還元を最重要経営課題として位置づけるとともに、将来の事業展開
を勘案し、経営基盤の充実・強化による安定した成長を確保するために必要な内部留保を図りな
がら、継続的、安定的な配当を行うことを基本方針としております。
　第50期の期末配当につきましては、普通配当を45円とさせていただきたく存じます。
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 45円　総額1,025,373,285円
⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月14日
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第２号議案　定款一部変更の件
　１．提案の理由
　　　平成27年４月の介護保険法改正に伴い、所要の変更を行うものであります。
　２．変更の内容
　　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現　行　定　款 変　更　案

（目　的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目
　　　的とする。

1.～20.　　  （条文省略）
　21.介護保険法に基づく指定介護予防
　　 サービス事業
　22.～24.　　  （条文省略）

（目　的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目
　　　的とする。

1.～20.　　（現行どおり）
　21.介護保険法に基づく指定介護予防
　　 サービス事業又は第１号事業
　22.～24.　　（現行どおり）
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第３号議案　取締役７名選任の件
　取締役全員（８名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選任
をお願いしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略　　　　　　歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

かわ

河
 

　
ち

内
 

　
しん

伸
 

　
じ

二
（昭和32年３月31日生）

再任

平成 ３年 ５月 当社取締役

2,435,200株
平成 ５年10月 取締役人材開発部長
平成11年 ６月 専務取締役
平成12年 ３月 専務取締役経営企画室長
平成14年 ６月 代表取締役社長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　河内伸二氏は、大型店の開発に携わり、営業部門、管理部門、経営企画部門
等、幅広い分野にわたる豊富な経験と実績を有しており、当社の代表取締役社長
就任以降も強力なリーダーシップのもと当社を牽引し、事業発展に尽力してまい
りました。当社のさらなる企業価値向上のためには、同氏が引き続き取締役の任
にあたることが必要であると判断し、取締役(候補者)としております。

２

あさ

浅
 

　
の

野
 

　
まさ

雅
 

　
はる

晴
（昭和31年４月16日生）

再任

平成12年 ６月 当社取締役人材開発部長

9,100株

平成14年 ６月 取締役管理部長
平成19年 ４月 取締役管理本部長
平成21年 ３月 取締役管理本部長兼内部統制室長
平成23年 ６月 取締役内部統制室長
平成25年 ４月 取締役店舗開発部長
平成27年 ８月 常務取締役店舗開発部長（現任）
平成27年 ８月 株式会社横浜ファーマシー

代表取締役会長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　浅野雅晴氏は、営業に携わり、調剤部門を立ち上げ、管理部門、店舗開発部門
等、幅広い分野にわたる豊富な経験と実績を有しており、現在は、当社子会社の
代表取締役としてその任にあたり、当社及び子会社の事業発展に尽力してまいり
ました。当社のさらなる企業価値向上のためには、同氏が引き続き取締役の任に
あたることが必要であると判断し、取締役(候補者)としております。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略　　　　　　歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

３

こ

小
 

　
まつ

松
 

　
より

順
 

　
つぐ

嗣
(昭和36年11月16日生)
再任

平成16年 ３月 当社執行役員商品部統括マーチャンダイザー

1,300株

平成17年 ４月 執行役員店舗運営部長
平成19年 ４月 執行役員業務推進担当
平成22年 ４月 営業統括部執行役員
平成22年11月 営業統括部執行役員ＤＣ推進室長
平成23年 ６月 取締役管理本部長
平成25年 ４月 取締役管理本部長兼内部統制室長
平成29年 ３月 取締役管理本部長兼システム物流部長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　小松順嗣氏は、営業部門における豊富な経験と実績を有しており、その経験を
活かし管理部門を牽引し、事業発展に尽力してまいりました。当社のさらなる企
業価値向上のためには、同氏が引き続き取締役の任にあたることが必要であると
判断し、取締役(候補者)としております。

４

おお

大
く

久
ぼ

保
 

　
かつ

勝
 

　
ゆき

之
(昭和39年９月４日生)
再任

平成17年 ４月 商品部次長

3,100株
平成23年 ４月 店舗運営部次長
平成24年 ９月 店舗運営部長
平成25年 ３月 執行役員店舗運営部長
平成27年 ６月 取締役営業統括部長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　大久保勝之氏は、営業部門における豊富な経験と実績を有しており、その経験
を活かして営業部門を牽引し、事業発展に尽力してまいりました。当社のさらな
る企業価値向上のためには、同氏が引き続き取締役の任にあたることが必要であ
ると判断し、取締役(候補者)としております。

５

みや

宮
 

　
はら

原
 

　
せい

誠
 

　
じ

司
(昭和37年９月28日生)
再任

平成16年10月 茨城南・千葉エリアスーパーバイザー

1,900株

平成17年 ９月 管理部次長
平成18年 ３月 執行役員管理部長
平成26年 １月 株式会社横浜ファーマシー取締役（現任）
平成27年 ６月 取締役管理部長
平成29年 ３月 取締役管理部長兼内部統制室長（現任）
【取締役候補者とした理由】
　宮原誠司氏は、営業部門及び管理部門における豊富な経験と実績を有してお
り、その経験を活かして管理部門を牽引し、現在は子会社の取締役の任にもあた
る等、事業発展に尽力してまいりました。当社のさらなる企業価値向上のために
は、同氏が引き続き取締役の任にあたることが必要であると判断し、取締役(候
補者)としております。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略　　　　　　歴
（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

６

おく

奥
 

　
やま

山
 

　
ひろ

広
 

　
みち

道
(昭和40年６月２日生)
再任 社外取締役

独立役員

1,100株

平成11年 ４月 公認会計士登録
平成11年 ４月 奥山公認会計士事務所所長（現任）
平成14年11月 税理士登録
平成23年 ６月 当社社外監査役
平成26年 １月 株式会社横浜ファーマシー監査役（現任）
平成27年 ６月 当社社外取締役（現任）
［重要な兼職の状況］
奥山公認会計士事務所　所長
【社外取締役候補者とした理由】
　奥山広道氏は、公認会計士及び税理士として培われた経験と見識により、専門
的且つ客観的な立場から経営の監督と助言をいただけるものと判断し、社外取締
役（候補者）としております。

７

わた

渡
 

　
なべ

辺
 

　
りん

林
 

　
じ

治
(昭和41年11月18日生)
再任 社外取締役

独立役員

－株

平成 ２年 ４月 株式会社野村総合研究所入社
平成11年11月 シュローダー投信投資顧問株式会社

（現シュローダー・インベストメント・
マネジメント株式会社）入社

平成21年 ３月 リンジーアドバイス株式会社
代表取締役社長（現任）

平成27年 ８月 アスクル株式会社社外監査役（現任）
平成27年 ９月 株式会社自重堂社外取締役（現任）
平成28年 ６月 当社社外取締役（現任）
［重要な兼職の状況］
リンジーアドバイス株式会社　代表取締役社長
アスクル株式会社　社外監査役
株式会社自重堂　社外取締役
【社外取締役候補者とした理由】
　渡辺林治氏は、博士（商学）を取得され、特に小売業の経営会計学に関する専
門的知識を有することに加え、機関投資家として培った豊富な経験を有する、現
役の経営者であります。このことから、専門的且つ客観的立場からの経営の監督
と株主視点による助言を適切にいただけるものと判断し、社外取締役（候補者）
としております。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．奥山広道氏及び渡辺林治氏は社外取締役候補者であります。
３．当社は、株式会社東京証券取引所に対して奥山広道氏及び渡辺林治氏を独立役員として届け出ております。
　　当社は引き続き両氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
４．奥山広道氏及び渡辺林治氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役としての在任
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　　期間は、本総会終結の時をもって奥山広道氏が２年、渡辺林治氏が１年であります。
５．当社は渡辺林治氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
　　限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最
　　低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定でありま
　　す。
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第４号議案　当社の取締役（社外取締役を除く）に対するストックオプションとしての新株予約権に
　　　　　　関する報酬等の額及び内容決定の件
　現在の取締役の報酬等の額は、平成９年６月13日開催の当社第30回定時株主総会において、年額４
億円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）としてご承認をいただいており、
また、平成18年６月８日開催の当社第39回定時株主総会において、上記取締役の報酬等の額とは別枠
として、各取締役に対するストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の額を年額1,200
万円以内としてご承認をいただいております。
　取締役（社外取締役を除く）が引き続き株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価
上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めるため、当該報酬枠を廃止した上で、取締役（社外取締役
を除く）に対し、ストックオプションとしての新株予約権を下記のとおり割り当てることにつき、あ
らためてご承認をお願いいたしたいと存じます。
　つきましては、当社における取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案いたしまして、上記取締
役の報酬等の額とは別枠として、ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬等の額を、取
締役（社外取締役を除く）について年額8,000万円以内として設定いたしたいと存じます。
　本件ストックオプションは、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株
当たりの払込金額を１円とする「株式報酬型ストックオプション」であり、当社における取締役の貢
献度等諸般の事項を総合的に勘案して決定しており、その内容は相当なものであると考えております。
　また、本件ストックオプションとしての新株予約権については、その割当てに際して公正価額を基
準として定める払込金額の払込みに代えて、本議案によるストックオプションとしての新株予約権に
関する報酬等に基づく取締役（社外取締役を除く）の報酬債権をもって相殺する方法により払込みが
なされることを予定しております。
　なお、現在の取締役は８名（うち社外取締役２名）でありますが、そのうち１名については本総会
終結の時をもって退任することが予定されており、第３号議案のご承認が得られますと、取締役は７
名（うち社外取締役は２名）となります。
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　当社の取締役（社外取締役を除く）に対するストックオプションとしての新株予約権の具体的な内
容及び数の上限
　①新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以
下「付与株式数」という）は100株とする。ただし、本議案の決議の日（以下「決議日」という）
以降、当社が、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下株式分割
の記載につき同じ）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調
整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率

また、上記のほか、決議日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ
て付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整す
ることができる。なお、決議日以降、当社が、当社普通株式の単元株式数変更（株式分割又は株
式併合を伴う場合を除く。以下単元株式数変更の記載につき同じ）を行う場合には、当社は、当
該単元株式数変更の効力発生日以降にその発行のための当社取締役会の決議が行われる新株予約
権について、当該単元株式数変更の比率に応じて付与株式数を合理的に調整することができる。

　②新株予約権の総数
取締役（社外取締役を除く）に対して割り当てる新株予約権の総数500個を、各事業年度におい
て割り当てる新株予約権の数の上限とする。ただし、当社普通株式の単元株式数変更に伴い付与
株式数が調整された場合には、当社は、当該調整の比率に応じて新株予約権の総数を合理的に調
整することができる。

　③新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たりの払込金額は、新株予約権の割当てに際してブラック・ショールズ・モデ
ル等の公正な算定方式により算定された新株予約権の公正価額を基準として当社取締役会におい
て定める額とする。

　④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより
交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金
額とする。

　⑤新株予約権を行使することができる期間
新株予約権を割り当てる日の翌日から30年以内の範囲で、当社取締役会において定める。
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　⑥譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

　⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権の割当てを受けた者は、当社の取締役、監査役及び使用人のいずれの地位をも喪失し
た日の翌日以降、新株予約権を行使することができる。その他の新株予約権の行使の条件につい
ては、当社取締役会において定める。

第５号議案　当社の従業員に対するストックオプションとしての新株予約権を発行する件
　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により、当社の使用人に対して
無償にて発行するストックオプションとしての新株予約権に関する募集事項の決定を当社取締役会に
委任することにつき、ご承認をお願いいたしたいと存じます。
Ⅰ．特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする理由
　　当社の業績向上及び企業価値増大に対する意欲や士気を高めること等を目的として、当社の使用
　人に対し、ストックオプションとしての新株予約権を無償で発行いたしたいと存じます。
Ⅱ．本総会において決定する事項に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の数の上
　限及び金銭の払込みの要否
　１．その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の数の上限
　　　下記Ⅲ.に定める内容の新株予約権5,000個を上限とする。

　なお、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数は、当社普通株式
500,000株を上限とし、下記Ⅲ．１．により付与株式数（以下に定義される）が調整された場合
は、調整後付与株式数に上記新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

　２．その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、金銭の払込みを要
　　しないこととする。
Ⅲ．本総会において決定する事項に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の内容
　１．新株予約権の目的である株式の種類及び数
　　　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数
　　（以下「付与株式数」という）は100株とする。
　　　ただし、本総会終結後、当社が、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを
　　含む。以下株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式
　　数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
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　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率

　　　当該調整後付与株式数を適用する日については、３．⑵①の規定を準用する。
　　　また、上記のほか、本総会終結後、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に
　　準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で付与株式数を適切に調整
　　することができる。
　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な
　　事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という）
　　に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場
　　合には、以後速やかに通知又は公告する。
　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　　　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することによ
　　り交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）に付与株式
　　数を乗じた金額とする。

　行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という）の属する月の前月の各日（取
引が成立しない日を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終
値」という）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる）又は割当日の終値
（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。た
だし、行使価額は下記3.に定める調整に服する。

　３．行使価額の調整
⑴　割当日以降、当社が当社普通株式につき、次の①又は②を行う場合、行使価額をそれぞれ次
　に定める算式（以下「行使価額調整式」という）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
　端数は、これを切り上げる。

　　　①当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額 = 調整前行使価額 × １
株式分割又は株式併合の比率
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　　　②当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の
　　　　規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株
　　　　式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換又は当社普通株式の交付を請求できる新
　　　　株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）

調整後行使価額＝ 調 整 前
行使価額 × 既発行株式数＋ 新規発行株式数×１株当たり払込金額

時  価
既発行株式数＋新規発行株式数

ⅰ　行使価額調整式に使用する「時価」は、下記⑵に定める「調整後行使価額を適用する日」
（以下「適用日」という）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における終値（気配表
示を含む。以下同じ）の平均値（終値のない日を除く）とする。なお、「平均値」は、
円位未満小数第２位を四捨五入して小数第１位まで算出する。

ⅱ　行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の
　　場合は適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総数から当社が保有する当
　　社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。
ⅲ　自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処
　　分する自己株式数」に読み替える。

⑵　調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。
①上記⑴①に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基
　準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効
　力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加す
　る議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当
　該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、
　当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。
　なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総
　会の終結の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を
　受けることができる株式の数を、以下「分割前行使株式数」という）新株予約権者に対して
　は、交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数
　は、これを切り捨てる。
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新規発行株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額） × 分割前行使株式数

調整後行使価額

　　　②上記⑴②に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の払込期日（払込期
　　　　間が設けられたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降（基準日がある場合は当該基準
　　　　日の翌日以降）、これを適用する。

⑶　上記⑴①及び②に定める場合の他、割当日以降、他の種類株式の普通株主への無償割当て又
　は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、
　かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、当社は合理的な範囲で行使価額を調整すること
　ができる。

　　⑷　行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通
　　　知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合
　　　には、以後速やかに通知又は公告する。
　４．新株予約権を行使することができる期間
　　　割当日後２年を経過した日から３年間とする。
　５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する
　　事項
　　⑴　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則
　　　第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる
　　　１円未満の端数は、これを切り上げる。
　　⑵　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記⑴記
　　　載の資本金等増加限度額から上記⑴に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
　６．譲渡による新株予約権の取得の制限
　　　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。
　７．新株予約権の取得条項
　　　以下の⑴、⑵、⑶、⑷又は⑸の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不
　　要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は
　　無償で新株予約権を取得することができる。
　　⑴　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
　　⑵　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
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　　⑶　当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
　　⑷　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要
　　　することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
　　⑸　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について
　　　当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその
　　　全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
　８．組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針
　　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞ
　　れ当社が分割会社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会
　　社となる場合に限る）（以上を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合には、組織再
　　編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併
　　設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設
　　分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につ
　　き株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存する新株予約権　
　　（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会
　　社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の新
　　株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約
　　権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約
　　又は株式移転計画において定めることを条件とする。
　　⑴　交付する再編対象会社の新株予約権の数
　　　　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
　　⑵　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
　　　　再編対象会社の普通株式とする。
　　⑶　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
　　　　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。
　　⑷　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を
勘案の上、上記２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後の行使価額に、上記⑶に
従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額
とする。
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　　⑸　新株予約権を行使することができる期間
　上記４．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発
生日のうちいずれか遅い日から、上記４．に定める新株予約権を行使することができる期間の
満了日までとする。

　　⑹　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す
　　　る事項
　　　　上記５.に準じて決定する。
　　⑺　譲渡による新株予約権の取得の制限
　　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要す
　　　る。
　　⑻　新株予約権の取得条項
　　　　上記７.に準じて決定する。
　　⑼　その他の新株予約権の行使の条件
　　　　下記10.に準じて決定する。
　９．新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め
　　　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、
　　これを切り捨てる。
　10．その他の新株予約権の行使の条件

新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。

以　上
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メ　　モ
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インターネットによる議決権行使について

　インターネットにより議決権を行使される場合には、次の事項をご了承のうえご利用いただきます
ようお願い申しあげます。

◎議決権行使の方法について
　インターネットによる議決権行使をされる場合は、パソコンから当社指定の議決権行使ウェブサイ
ト（http://www.web54.net）にアクセスし、画面の案内に従って行使していただきますようお願い
申しあげます。
　※携帯電話専用サイトはご利用いただけませんので、ご了承ください。

◎パスワードのお取り扱いについて
１．パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報で

すので、大切にお取り扱いください。
２．パスワード紛失時の再発行はいたしかねます。またお電話によるご照会にはお答えいたしかねま

す。

◎システムにかかわる条件について
１．ウェブブラウザ及び同アドインツール等で“ポップアップブロック”機能を有効とされている場合、

同機能を解除（または一時解除）してください。
２．インターネット接続にファイアウォール・プロキシサーバ等を使用されている場合や、セキュリ

ティ対策ソフトを設定されている場合など、株主様のインターネット利用環境によっては、パソ
コンによる議決権行使ができない場合もございますので、ご了承ください。

◎お問い合わせ先について
　本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、以下の専用フリーダイ
ヤルまでお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用フリーダイヤル
【電話】０１２０―６５２―０３１
(受付時間　９:００～２１:００)

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内
会　場　栃木県小山市神鳥谷202番地

小山グランドホテル（２階）
TEL　0285-24-5111（代表）

至栃木

至東京 至東京

至水戸

至宇都宮 足利銀行 至宇都宮

観晃橋 東口西口

小山大橋

市役所

郵便局

国道50号線

小山中央
公民館

小山厚生病院

小山グランドホテル

至
佐
野
藤
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Ｉ
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思
川

国
道
４
号
線

小
山
駅

Ｊ
Ｒ
宇
都
宮
線
・
東
北
新
幹
線

小山第二小学校

交　通　○電車をご利用の場合
ＪＲ小山駅よりタクシーで約５分

○お車をご利用の場合
佐野藤岡ＩＣより約25分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




